予算要求資料
平成２６年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：総務管理費　目：人事管理費
	事業名　職員研修所運営費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　総務部　職員研修所　研修係　電話番号：058-277-1145
　　　　　　　E-mail：  c21401@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　34,584千円（前年度予算額：22,863千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	22,863
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	22,863

	要求額
	34,584
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	34,584

	決定額
	33,255
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	33,255


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　・職員を育成するため、研修重点に基づき計画的に研修を実施している。

　　　・行政課題が高度化、複雑化する中、実効性のある政策づくりを進めるためには、職員一人ひとりが、課題の把握・分析力、革新力、突破力など、行政のプロとしての総合力を持つことが求められている。
（２）事業内容

・各階層の職員に必要となる知識、能力を身につけさせる「階層別研修」と希望する職員が職務に必要な各種の能力を向上させるために行う「特別研修」の２本の柱立てで研修を実施している。
	階層別研修
	各職位に応じて必要とされる資質、心構え、知識等を習得するために、階層や経験年数ごとに実施し、職員はその職位や経験年数に到達した時に必ず受講しなければならない研修

	 特別研修
	基本的・専門的な知識・技能の習得を目指す研修で職位に関係なく受講する研修


　　　・次世代を担う職員を育成するため、新規事業として、次世代職員ブラッ

シュアップ事業と能力開発支援事業を実施する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　　職員の研修に要する経費であるため
（４）類似事業の有無
　　　　無

３　事業費の積算内訳
○研修所経常経費（20,858千円）

・研修所運営事務費（経常）    1,340千円
・研修企画実施費　　　　　　 19,518千円

○新次世代職員ブラッシュアップ事業費（8,254千円）

　　　次世代を担う職員を育成するため、リーダーシップやマネジメント能力を育成するための研修を実施する。

　　　　・研修調整事務費　　　　　　  　198千円

　　　　・研修企画実施費　　　　　　　8,056千円

◯新能力開発支援事業費（4,719千円）

　　　職員の能力開発を支援するため、能力開発の研修を実施するととも　に、通信教育講座の受講等の自己研さんに係る費用の一部助成を行う。

○研修所臨時経費（753千円）

　　　・研修所運営事務費（臨時）　  　530千円

　　　・講師養成費　　　　　　　　　　223千円

	　決定額の考え方　

次世代職員ブラッシュアップ事業費のうち、海外研修については、費用対効果が不透明であるため、計上を見送ります。



事業評価調書
	·  新規要求事業　

	·  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県職員として求められる知識や能力、資質（創造力、政策形成能力、現場主義など）の向上を図るため、研修（階層別研修、特別研修）を実施する。
平成２６年度においては、高度化、複雑化する行政課題に的確に対応していくため、リーダーシップに視点を置いた新たな研修や自己研鑽への支援の実施などを通じて、若手職員全体の能力の底上げや強力なリーダーシップを持って組織マネジメントができる総合力を持った人材の発掘、育成を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	研修受講者の満足度
（内部講師）
	－
（H  ）
	（H  ）
	85.2％
（H24）
	88.5％
（H25）
	80％
（H26）
	％
－（※）

	研修受講者の満足度
（外部講師）
	－
（H  ）
	（H  ）
	92.2％
（H24）
	92.5％
（H25）
	90％

（H26）
	％
－（※）

	通信講座受講支援利用者数
	　　　 －
（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	50人
（H26）
	％


	資格取得支援利用者数
	　　　 －
（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	50人
（H26）
	％


	自主研究活動支援利用団体数
	　　　 －
（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	5団体
（H26）
	％



※達成率を表示することができない理由
	目標値は研修ごとに達成すべき値であり、実績値は全研修の平均値であるため、単純に比較できない。


（前年度の取組）

	県職員として求められる知識や能力、資質（創造力、政策形成能力、現場主義など）の向上を図るため、研修を実施した。
（H24受講者　階層別研修：1,146人、特別研修：994人）


（前年度の成果）

	階層別研修では、各階層に応じて、少人数グループでの演習を取り入れた
講義を行い、政策形成能力を養うことができた。特別研修では、折衝交渉力や話し方（説明力）などの講座を実施して、職員の各種能力の向上を図った。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

◯

	県職員の知識や能力、資質の向上、管理職となる人材の早期発掘、能力開発を支援する仕組みの充実は、今後の県政運営に関わる重要な課題である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

◯

	研修に対する県職員の満足度は全体的に高く、効果的に研修が実施されているものと考えられる。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

◯


	　限られた時間の中でより効果的に研修を実施するため、個人ワークやグループワークを多く取り入れている。

　研修で学んだことを職務での活用や行動につなげてもらうため、研修後のフォローアップ研修（レポート提出）を行い、研修効果の向上を図っている。


（今後の課題）

	満足度が低い研修については、必要性を考慮して見直しを図る必要がある。

新規研修プログラムについては、平成２６年度に事業を実施し、浮き彫りとなった課題への対応を検討する。


（次年度の方向性）
	満足度が高まるよう、見直しを図った上で、研修を実施する。

なお、職員が必要と感じている能力や、習得すべき知識・スキルを習得できる研修を実施していくため、例年と同様に、職員アンケート等での研修ニーズを参考とする。

新規研修プログラムについては、平成２６年度における実施状況や目標の達成度を踏まえ、次年度に向けた見直しを図る。


